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論 文 の 要 旨 
本研究においては、とう道並びに管路の既設電気通信基盤設備を対象として、1995年兵庫県南部地
震及び 2011 年東北地方太平洋沖地震の際の被災状況を統計データから明らかにした上で、それらの
設備の技術的課題を明らかにしている。その上で、とう道設備に対してはシールド立坑接続部におけ
る突き出し現象の簡易判定手法を開発し、管路設備に対してはケーブル収容管用ライニング管を適用
した耐震性向上施策が提案されている。得られた知見をまとめると以下の通りとなる。 
1) 兵庫県南部地震の際にシールドとう道が最大 2cm立坑側に突き出す現象が確認されたことを踏ま
え、その対策要否を判定するために、対象とする埋設地盤の硬軟を表わす固有周期並びにそれらの固
有周期差を指標とした簡易判定手法を開発している。 
2) 兵庫県南部地震並びに東北地方太平洋沖地震の際のシールドとう道の被災データに基づき、判定
手法の妥当性の検証を試みている。東京に実在するシールドとう道を対象とし提案手法を適用するこ
とで、とう道立坑接続部における突き出し現象の対策が必要な設備を全体のおよそ 1割まで絞り込め
ることを明らかにしている。 
3) ケーブルを収容した状態で通信サービスを提供している既設の旧規格管路の耐震性向上をはか
るため、ケーブル収容管用ライニング管を適用した既設管路の耐震性向上策が提案されている。 
4) 先行研究で得られた解析データに対する分析を通じて、地盤ひずみ 1.0%の地震動を想定し外管の
鋼管が継手で破壊しても、ケーブル収容管用ライニング管は破壊せずに、ケーブル防護効果が発揮で
きることを明らかにしている。また、既設管路の継手損傷後の荷重として繰り返し衝突、不等沈下時
の地盤追従性、及び、防護コンクリートの破断に伴うせん断作用を想定し、載荷実験を通じて、それ
ぞれの場合のケーブル収容管用ライニング管のケーブル防護機能を明らかにしている。 
 
 審 査 の 要 旨 
【批評】 
審査対象論文は、地中埋設されたとう道並びに管路の既設電気通信基盤設備を対象として、1995年
兵庫県南部地震及び 2011 年東北地方太平洋沖地震の際の被災状況を統計データから明確に示した上
で、耐震的に特に課題解決が必要となる設備を明らかにしている。その上で、とう道設備に対しては
シールド立坑接続部における突き出し現象の簡易判定手法を開発し、管路設備に対してはケーブル収
容管用ライニング管を適用した耐震性向上施策が提案されており、それぞれ工学的に有用な知見が得
られている。 
 第 2章では、1995年兵庫県南部地震並びに 2011年東北地方太平洋沖地震などの過去地震における
とう道設備並びに管路設備の被災数、被災率、及び、その特徴が体系的に独自性の高いデータとして
示されているだけでなく、現況の耐震性向上施策の技術水準の中で課題解決を優先して図るべき対象
設備が明らかにされている。その上で、とう道設備についてはシールドとう道立坑接続部における突
き出し現象の重要性を明らかにし、管路設備については既設管路損傷後の光ケーブルの損傷メカニズ
ムに着目し、そのパターンを 4種類に類型化している。 
 第 3章では、まず、2次元 FEM地震応答解析を通じ、シールドとう道立坑接続部における地盤の相
対変位を動的影響係数、とう道の埋設深さによる低減係数、及び、地表面応答速度の諸量により定式
化している。その上で、地盤とシールドとう道のすべりを考慮したシールドとう道立坑接続部の相対
変位の算定式を求め、地盤の固有周期とそれらの固有周期差を指標としたシールドとう道立坑接続部
の突き出し対策の要否判定チャートを提案している。これらの一連の簡易判定手法は、地盤耐震工学
に係わる基礎的な理論をベースとしているものの、既往の被災事例を一定の精度で説明することがで
きており、多数のシールドとう道設備群の耐震性向上に資するスクリーニング効果が認められること
から、工学的に有用な知見が得られていると判断できる。 
 第 4章では、既設管路設備には損傷は許容するものの、光ケーブルは損傷させず通信サービスを維
持するという構造要件のもと、ケーブル収容管用ライニング管という管路構造を開発し、そのケーブ
ル防護機能を載荷実験により明らかにしている。このような新しい管路構造の着想自体に独創性が認
められるとともに、社会的に実装されているという点においても高く評価できる。一方で、既設管路
の継手損傷後の想定される荷重形態として、2016 年熊本地震で顕在化したような地表断層変位や大
規模な土砂崩壊、液状化に伴う流動化などに対して、ケーブル収容管用ライニング管の力学的な限界
状態を明らかにすることが今後の課題であると考えられる。 
【最終試験の結果】 
平成２９年２月１０日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、
著者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全
員によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（工学）の学位を受けるに十分
な資格を有するものと認める。 
 
